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1 
平
成
28
年
度 

決
算
状
況

市
で
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
に
市
の
財
政
状
況
を
知
っ
て

い
た
だ
く
た
め
、
毎
年
６
月
と
12
月
の
年
２
回｢

市
の

財
政
状
況｣

を
公
表
し
て
い
ま
す
。
今
回
は
、
平
成
28

年
度
の
決
算
と
平
成
29
年
度
上
半
期
（
４
～
９
月
）
の

予
算
執
行
状
況
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

一
般
会
計
決
算

歳
出

　
歳
出
総
額
は
、
３
５
２
億
９
８
２
４
万
円

で
、
平
成
27
年
度
に
比
べ
６
億
６
６
１
６
万

円
、率
に
し
て
1.9
％
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
出
の
款
別
割
合
で
は
、
福
祉
や
介
護
保

険
・
医
療
保
険
に
係
る
民
生
費
の
割
合
が

32
・
8
％
と
最
も
高
く
、
高
齢
化
の
一
層
の

進
行
に
よ
り
、
今
後
も
社
会
保
障
関
係
経
費

の
増
加
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

　
ま
た
、
公
債
費
は
建
設
事
業
に
充
当
し
た

市
債
や
、
普
通
交
付
税
の
不
足
額
を
振
り
替

え
て
発
行
す
る
臨
時
財
政
対
策
債
の
返
済
に

よ
り
、
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
ま
す
。

　
主
な
建
設
事
業
で
は
、
東
町
御
請
線
の
供

用
開
始
、
谷
口
中
河
線
、
色
尾
大
柳
線
な
ど

の
幹
線
道
路
の
整
備
を
進
め
た
ほ
か
、「
島

田
金
谷
Ｉ
Ｃ
周
辺
賑に

ぎ

わ
い
交
流
拠
点
」
整
備

の
基
本
計
画
を
策
定
し
ま
し
た
。そ
の
ほ
か
、

川
根
温
泉
メ
タ
ン
ガ
ス
発
電
施
設
、
市
民
会

館
の
解
体
と
駐
車
場
整
備
を
行
い
ま
し
た
。

歳
入

　
歳
入
総
額
は
、３
７
２
億
５
３
３
万
円
で
、

問
財
政
課　
☎
３
６-

７
１
２
３

お
知
ら
せ
し
ま
す

市
の
財
政
状
況

歳出の内訳（構成比％）

歳出
352 億 9,824 万円

（予算額）
385 億 5,840 万円

民生費（32.8％）
115 億 8,763 万円

公債費（13.2％）
46 億 5,904 万円

教育費（10.5％）
37 億 1,611万円

衛生費（10.7％）
37 億 6,443 万円

土木費（10.3％）
36 億 4,428 万円

総務費（12.5％）
44 億 2,860 万円

その他（10.0％）
34 億 9,815 万円

東町御請線整備事業や
島田金谷 IC 周辺地区開
発事業などにより、土
木費の割合が高くなり
ました。また、高齢者
福祉や児童福祉の充実
を図るため、民生費の
割合も高くなりました。※数値は、端数処理で調整してあります。

　
全
て
の
会
計
が
黒
字
と
な
り
（
赤
字
の
比
率
は
な
し
）、

実
質
公
債
費
比
率
と
将
来
負
担
比
率
は
数
値
が
改
善
し

て
い
ま
す
。

　
実
質
公
債
費
比
率
の
改
善
は
、
公
債
費
が
減
少
し
た
こ

と
、
合
併
特
例
事
業
債
・
臨
時
財
政
対
策
債
な
ど
今
後

の
元
利
償
還
金
に
対
す
る
普
通
交
付
税
措
置
の
厚
い
市

債
に
絞
っ
て
借
り
入
れ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
ま
す
。
将

来
負
担
比
率
の
改
善
は
、
地
方
債
の
現
在
高
な
ど
の
将

来
負
担
額
が
減
少
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
ま
す
。

1
実
質
赤
字
比
率
／
赤
字
な
し

2
連
結
実
質
赤
字
比
率
／
赤
字
な
し

3
実
質
公
債
費
比
率
（
表
１
）
／
普
通
会
計
の
借
入
返

済
額
の
割
合
（
家
計
に
例
え
る
と
、
１
年
間
の
ロ
ー

ン
返
済
額
が
家
計
の
経
常
的
な
年
収
に
対
し
て
ど
れ

だ
け
占
め
て
い
る
の
か
を
示
す
）
を
判
断
し
ま
す
。

※
普
通
会
計
／
一
般
会
計
と
一
部
の
特
別
会
計
の
決
算
額

を
、
統
計
上
の
ル
ー
ル
に
よ
っ
て
合
算
し
て
い
ま
す
。

4
将
来
負
担
比
率
（
表
２
）
／
普
通
会
計
が
将
来
に
わ
た

り
負
担
す
る
実
質
的
な
負
債
残
高
の
割
合
（
家
計
に

例
え
る
と
、
今
後
の
ロ
ー
ン
返
済
総
額
が
、
経
常
的

な
年
収
の
何
倍
に
な
る
か
を
示
す
）
を
判
断
し
ま
す
。

　
公
営
企
業
経
営
に
お
け
る
料
金
収
入
（
事
業
規
模
）
に

健
全
化
判
断
比
率

資
金
不
足
比
率
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平
成
27
年
度
に
比
べ
５
億
３
１
９
７
万
円
、

率
に
し
て
1.4
％
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

市
税
は
、
法
人
市
民
税
、
固
定
資
産

税
、
軽
自
動
車
税
の
増
な
ど
に
よ
り
、

２
億
８
４
９
５
万
円
（
2.0
％
）
の
増
と
な
り

ま
し
た
。

　

地
方
交
付
税
は
、
３
億
３
５
１
７
万
円

（
5.5
％
）
の
減
と
な
り
、
地
方
消
費
税
交
付

金
は
２
億
１
０
３
４
万
円
（
10
・
8
％
）
の

減
と
な
り
ま
し
た
。

　
市
の
借
金
で
あ
る
市
債
は
、
臨
時
財
政
対

策
債
や
東
町
御
請
線
整
備
事
業
に
充
当
し

た
公
共
事
業
等
債
、
市
民
会
館
解
体
事
業

に
充
当
し
た
合
併
特
例
事
業
債
な
ど
を
借
り

入
れ
ま
し
た
が
、
川
根
小
学
校
改
築
事
業
の

完
了
や
、
新
規
借
入
の
抑
制
な
ど
に
よ
り
、

７
億
６
８
０
万
円
（
21
・
0
％
）
の
減
と
な

り
ま
し
た
。

市の財政状況

歳入の内訳（構成比％）

市税（39.2％）
145 億 7,577万円

その他（12.4％）
46 億 377万円
※繰入金・諸収入など

地方交付税（15.4％）
57 億 2,285 万円

市債（7.1％）
26 億 5,590 万円

国庫支出金（12.6％）
46 億 9,865 万円

県支出金（6.9％）
25 億 6,145 万円

その他（6.4％）23 億 8,694 万円
※地方消費税交付金など

自
主
財

源
51.6％48.4％

源
財
存

依 歳入
372 億　533 万円

（予算額）
385 億 5,840 万円

※経常収支比率が高くなりすぎると、投資的事業（道路や学
校の建設など）に対する予算が不足してしまいます。

※標準的に必要とされる予算規模のうち、自主財源でまか
なわれる割合を示します。

項目／年度 H26 H27 H28
島田市の状況 25.0％ 6.8％ −
県内市の平均 34.7％ 26.5％ 17.7%

早期健全化基準 350.0％ 350.0％ 350.0%
財政再生基準 − − −

区分／年度 H26 H27 H28
島田市の状況 91.6％ 88.5％ 89.9%
県内市の平均 85.4％ 84.9％ 86.7%

区分／年度 H26 H27 H28
島田市の状況 0.76 0.75 0.76
県内市の平均 0.89 0.90 0.90

項目／年度 H26 H27 H28
島田市の状況 8.8％ 8.1％ 7.8%
県内市の平均 8.9％ 7.9％ 7.3%

早期健全化基準 25.0％ 25.0％ 25.0%
財政再生基準 35.0％ 35.0％ 35.0%

5 年前と比較しよう
　「一般会計」について決算額などを比較して
みましょう。
　民生費、衛生費が増加しています。一方、
土木費は減少しています。市債残高は減少し、
将来の支出に備えて蓄える基金残高は増加し
ています。

項目 平成 23年度 増減率

歳出決算額 338 億 7,149 万円 4.2% ↑

　民生費 95 億 5,099 万円 21.3% ↑

　土木費 37 億 2,850 万円 -2.3% ↓

　衛生費 35 億　276 万円 7.5% ↑

歳入決算額 365 億 5,262 万円 1.8% ↑

市債残高 428 億 2,123 万円 -4.2％↓

基金残高 88 億 1,247 万円 47.7％↑

■ 実質公債費比率（表 1）

■ 将来負担比率（表 2）

■ 経常収支比率（表 3）

■ 財政力指数 単年（表 4）

※数値は、端数処理で調整してあります。

対
す
る
資
金
不
足
額
（
赤
字
額
）
の
比
率
を
表
し
た
も
の

で
、
全
て
の
会
計
（
簡
易
水
道
・
公
共
下
水
道
・
水
道
・

病
院
事
業
）
に
お
い
て
赤
字
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示
す
「
経
常
収
支
比
率
」
は
、

歳
出
に
占
め
る
経
常
経
費
（
人
件
費
や
扶
助
費
な
ど
、
欠

く
こ
と
の
で
き
な
い
経
費
）
の
割
合
を
示
し
て
い
ま
す
。

　

市
の
経
常
収
支
比
率
（
表
３
）
は
、
平
成
27
年
度
に

比
べ
1.4
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
、
県
内
市
の
平
均
よ
り
高
い

水
準
で
推
移
し
て
ま
す
。

　
地
方
公
共
団
体
の
財
政
基
盤
の
強
さ
を
示
す
「
財
政

力
指
数
」
は
、
数
値
が
高
い
ほ
ど
財
政
力
が
強
い
こ
と

を
表
し
ま
す
。

　

市
の
財
政
力
指
数
（
表
４
）
は
、
市
税
収
入
の
増
な

ど
に
よ
り
、
平
成
27
年
度
よ
り
数
値
が
改
善
し
ま
し
た
。

経
常
収
支
比
率

財
政
力
指
数
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特
別
会
計
決
算

　
公
営
企
業
は
、
利
用
者
か
ら
の
料
金
に

よ
り
、
公
共
の
福
祉
の
増
進
を
目
的
に
経

営
す
る
事
業
で
、
水
道
・
病
院
事
業
を
公

営
企
業
会
計
に
よ
り
運
営
し
て
い
ま
す
。

　
各
事
業
の
運
営
費
を
「
収
益
的
支
出
」、

そ
れ
に
充
て
る
料
金
収
入
な
ど
を
「
収
益

的
収
入
」
と
い
い
、事
業
に
必
要
な
施
設・

設
備
の
整
備
費
を
「
資
本
的
支
出
」、
企

業
債
な
ど
そ
の
財
源
を
「
資
本
的
収
入
」

と
い
い
ま
す
。

企
業
会
計
決
算

会計名 歳　入 歳　出
国民健康保険事業 115 億 5,990 万円 113 億 1,767 万円
簡 易 水 道 事 業 1 億 7,861 万円 1 億 7,070 万円
土 地 取 得 事 業 6 億 2,003 万円 6 億 2,003 万円
休日急患診療事業 2,260 万円 1,304 万円
公 共 下 水 道 事 業 7 億 7,241 万円 7 億 5,685 万円
介 護 保 険 事 業  75 億 6,536 万円  74 億 7,877 万円
介護サービス事業 7,131 万円 6,067 万円
後期高齢者医療事業 10 億 7,315 万円 10 億 7,114 万円

借
り
て
い
る
お
金

貯
め
て
い
る
お
金

会計 平成 28年度末 平成 27年度末

一 般 会 計 410 億 2,732 万円 425 億 9,872 万円
特 別 会 計 41 億 7,130 万円 44 億 5,180 万円
企 業 会 計 40 億　　64 万円 32 億 2,122 万円
合 　 　 計 491 億 9,926 万円 502 億 7,174 万円

市民 1 人当たり 49 万 3,171 円
（9 万 9,761 人）

50 万 2,080 円
（10 万　127 人）

※道路や公共施設の整備などのために、国などから長期にわたって借り
るお金（市債）。市民 1 人当たりの金額は、各年度の 3 月 31 日現在の
人口から算出。

基金名 平成 28年度末 平成 27年度末
財 政 調 整 66 億 1,108 万円 66 億 589 万円
学 校 施 設 整 備 5 億 1,532 万円 4 億 1,500 万円
新 病 院 建 設 9 億 1,435 万円 9 億 1,062 万円
そ の 他 49 億 7,571 万円 45 億 7,620 万円
合 計 130 億 1,646 万円 125 億 771 万円

市 民 1 人 当 た り 13 万　476 円
（9 万 9,761 人）

12 万 4,918 円
（10 万　127 人）

※目的別に貯めているお金（基金）。現在、18 の基金があります。市民 1
人当たりの金額は、各年度の 3 月 31日現在の人口から算出。

会計名 区分 収　入 支　出

水 道 事 業
収 益 的 11 億 1,507 万円 9 億 7,389 万円
資 本 的 2 億 8,358 万円 5 億 4,656 万円
合 　 計 13 億 9,865 万円 15 億 2,045 万円

病 院 事 業
収 益 的 129 億 7,728 万円 131 億 1,300 万円
資 本 的 15 億 6,339 万円 19 億 9,620 万円
合 　 計 145 億 4,067 万円 151 億　920 万円

　
国
民
健
康
保
険
事
業
や
公
共
下
水
道
事

業
な
ど
の
8
事
業
は
、
一
般
会
計
と
経
理

を
区
分
し
て
、
事
業
の
収
支
を
明
確
に
す

る
た
め
に
、
そ
れ
ぞ
れ
個
別
に
特
別
会
計

を
設
け
て
い
ま
す
。

　

各
特
別
会
計
は
、
保
険
税
や
保
険
料
、

下
水
道
使
用
料
や
国
県
支
出
金
な
ど
に
よ

り
運
営
し
て
い
ま
す
。

　
平
成
28
年
度
の
決
算
額
は
、
左
の
表
の

と
お
り
で
す
。

【水道事業】
収益的収入／水道料金など
収益的支出／人件費、受水費など
資本的収入／借入金など
資本的支出／水道管の布設工事費など

【病院事業】
収益的収入／検査料、入院料など
収益的支出／人件費、薬品や医療材料

の購入費など
資本的収入／市の一般会計からの出資

金など
資本的支出／医療機器購入費など

新市民病院 イメージ図

※資本的支出に対する資本的収入の不足は、留保資金などにより補てんします。

用語の解説
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2 平成 29 年度 上半期執行状況（平成 29 年 9 月 30 日現在）

一般会計執行状況 予算額　375 億 8,877 万円

会計名 予算額 収入済額 支出済額
国民健康保険事業 110 億 6,183 万円 45 億　325 万円 47 億 5,237 万円
簡 易 水 道 事 業 2 億 3,747 万円 8,982 万円 6,970 万円
土 地 取 得 事 業 6 億 2,781 万円 6 億 2,003 万円 0 万円
休日急患診療事業 1,606 万円 1,306 万円 447 万円
公 共 下 水 道 事 業 10 億 7,117 万円 3 億 9,779 万円 3 億 3,381 万円
介 護 保 険 事 業 86 億　382 万円 36 億 1,980 万円 31 億 6,597 万円
介護サービス事業 7,377 万円 4,068 万円 2,912 万円
後期高齢者医療事業 11 億 3,095 万円 3 億 7,066 万円 2 億 6,005 万円

会計名 区分
収　入 支　出

予算額 収入済額 予算額 支出済額

水 道 事 業
収 益 的 11 億 2,100 万円 5 億 3,372 万円 10 億 3,889 万円 3 億 1,324 万円
資 本 的 2 億 8,609 万円 3,121 万円 6 億 1,799 万円 6,449 万円
合 　 計 14 億　709 万円 5 億 6,493 万円 16 億 5,688 万円 3 億 7,773 万円

病 院 事 業
収 益 的 135 億 8,269 万円 61 億 2,927 万円 139 億 4,267 万円 55 億 5,337 万円
資 本 的 9 億 2,259 万円 0 円 12 億 5,985 万円 9,283 万円
合 　 計 145 億　528 万円 61 億 2,927 万円 152 億　252 万円 56 億 4,620 万円

特別会計執行状況

企業会計執行状況

費目（執行率）
①予算額
②支出済額

費目（執行率）
①予算額
②収入済額

【 歳 出 の 内 訳 】【 歳入の内訳 】

市役所ロビーへの Pepper 導入

歳入（45.0％）
① 375 億 8,877万円
② 169 億 1,991 万円

その他（61.3％）
① 48 億　589 万円
② 29 億 4,425 万円
※繰入金・諸収入など

市税（53.4％）
① 140 億 9,588 万円
② 75 億 2,519 万円

地方交付税（64.2％）
① 53 億円
② 34 億　496 万円

市債（0.0％）
① 28 億 3,100 万円
② 0 円

国庫支出金（31.7％）
① 48 億 7,165 万円
② 15億4,265万円

県支出金（6.4％）
①32億 7,645万円
② 2億1,006万円

その他（53.7％）
① 24 億　790 万円
② 12 億 9,280 万円
※地方消費税交付金など

自 主
財

源源
財

存 依

49.7％ 50.3％

歳出（34.8％）
① 375 億 8,877万円
② 130 億 8,223 万円

公債費（39.2％）
① 46 億 2,756 万円
② 18 億 1,550 万円

民生費（39.1％）
① 130 億 8,478 万円
② 51 億 1,996 万円

教育費（39.4％）
① 37 億 5,327万円
② 14 億 7,765 万円

衛生費（22.7％）
① 41 億 2,616 万円
②　9 億 3,719 万円

土木費（28.7％）
① 41億 7,909万円
②11億 9,874万円

総務費（32.3％）
① 40 億 6,917万円
② 13 億 1,613万円

その他（32.5％）
① 37 億 4,874 万円
② 12 億 1,706 万円

市の財政状況




